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《第 6 章》「結びつきの実践（Ⅰ）」 
 
・共同体間の実践（実践１） 




《第 7 章》「結びつきの実践（Ⅱ）」 
 
・二人の教師間の実践（実践 3） 
  「ピア・カンファレンス」の実践 
 
・教師間の実践（実践 4） 
  「協働実践研究会 KL」の実践 
《第 3 章》  
本研究の視座 
《第 4 章》  
研究方法論と研究手法 
 







《第 8 章》総合考察 
《第 9 章》「教師の学び合いの場」構築のための展望 
 
《第 1 章》研究動機 



























































期の 1966 年である。日本政府の寄贈日本研究講座が B 大学に設置され、日本の大学から教
員が派遣された。東南アジアの大学における日本研究、日本語教育は、日本・ASEAN 友好
交流が開始された 1973 年頃から活発化する。その頃、1971 年国際交流基金が設立され、
事業の一環として、東南アジアの日本語教師たちの養成、教師の再教育の支援を開始した。




















教師の派遣を要請し、1984 年 JICA は、マレーシアの中等教育機関へ日本人日本語教師を




























いて日本語は、国際言語の一つとして位置づけられており（Malaysian Ministry of Higher 
Education 2006）、現在 35 の高等教育機関で学ばれている（国際交流基金 2017）。高等
教育における日本語学習者数、教師数は、先述のインドネシア、タイと共に国と地域別の
調査で、マレーシアは世界のトップ 10 に入っている。また、161 人の日本語教師がマレー
シアの高等教育機関で日本語を教えている。しかし、インドネシア、タイの高等教育機関








育機関は、大学の学部、予備教育機関、P 機関のような語学教師養成機関の 3 種類あり、そ
れぞれに共同体を形成している。また、厳密に述べると、P 機関は高等教育課程ではない
                                                   
12 2016 年政府の認可組織として教師会は設立されたが、研究会、研修の実施はない。 
13 国際交流基金（2018）．東南アジア日本語教師会・日本語教育関連学会一覧 











26.7％より高い 37.4%であり、総数は 58 人（国際交流基金 2017）である。しかし、すべ
ての高等教育機関に日本人日本語教師がいるわけではない。また、35 高等教育機関中、約






2015 年はマレーシア人教師 21 人（うち 3 名は日本語を教えていない）、筆者のような現
地採用外国人教師 4 人（うち日本人 3 人）、さらに JF からの派遣日本語専門家 13 人であ
る。以前は日本からの JF の派遣日本語専門家が三つのどの機関にも派遣されていたが、






                                                   
15 東方政策が始まってから 2006 年、2013 年、2015 年に省庁の分離と統合、再分離があったた
め、管轄省庁、管轄部署に影響があったが、ベースとなる管轄省庁はそれぞれ、高等教育省 、
JPA（人事院）、教育省と異なっている。 
















はスタートさせている（松永 2002）。戦後、大学での日本語教育再開には 1966 年まで待
つことになるが、同じ頃、在マレーシア日本大使館では日本語学校を主宰しており、教師























の変化を B 大学 A コースの JF 派遣日本語専門家団18（当時 13 名）のメンバーである戸田
ほか（2009）が A コース設立時から現在までを三つのステージに分けて考察している。 
戸田ほか（2009）によると、第 1 ステージは、マレーシア人教師が皆無に近い状態であ
り、日本語教育を行う役割を日本語専門家（日本人教師）が担った時代である。この第 1





ある。小川（1995）の記述からも第 1 ステージでは、教師の養成を JF が協力すべきこと
だと考えられていたことがわかる。やがて、A コースに日本留学から戻ったマレーシア人教
師が加わった第 2 ステージでは、マレーシア人教師と日本人教師が共に日本語教育を行う
役割を担うようになる。そして現在は第 3 ステージに入ったとされている（戸田ほか 2009）。 
では、マレーシア人教師と日本人教師が共に日本語教育を行う役割になったとする第 2
ステージでは、養成・研修は、どのように考えられていたのだろうか。森ほか（2005）は、





                                                   
18 東方政策開始から 1990 年代末まで、マレーシアにある 4 つの日本語予備教育機関のうち、二
つの予備教育機関と 1学部に JFから日本語専門家が教師として派遣されていた。A機関には、





























































































































































































科日本語 BA コースの教師 8 人であり、筆者はそのメンバーの一人であった。PJ チームが










点をおいた日本語 MA コースを創るという希望を出した。2012 年 2 月日本語に関する MA
コースを作るために日本語 BA コースの教師 7 人（日本人教師 2 名）の PJ チームが結成さ
れた。その後、教師が一人増え、PJ チームは 8 人となった。一人を除き全員が日本で、BA、
MA、Ph.D のいずれかの学位を取得し、日本留学経験は平均約 7 年である。7 人の教師の
中には、既に Pensyarah Kanan（Senior Lecturer）の職位に就いている者もいた。だが、














2．2．2．日本語 MA コース設立プロジェクト（PJ）の進捗 



































                                                   
23 「 」内は、自由記述の回答の文面である。 
24 
 
2．2．3．日本語 MA コースで目指しているものと PJ メンバーの学び方の乖離 



























































































                                                   
24 アクション・リサーチについては、第 3 章で詳述する。 
27 
 
その日本語 MA コース設立 PJ が 2012 年、B 大学の言語学部で突如立ち上がった。マー
ケティング・リサーチからは、日本語 MA コースは、研究者のみならず、現職の教師やこ
れから教師になろうとする学生や社会人に求められていることが分かった。しかし、どの






















































































































そして、共同体間の実践として実践 1 を行い、RQ2 に次のように答えた。 













固定化されたものではなく、構築された第 3 の共同体の同僚教師としての役割であった。 
 
日本語 MA コース設立 PJ に対する実践を通し、（RQ4）「マレーシアにおいて、『教師
の学び合いの場』を構築する社会的実践活動に参加する教師たちは、実践活動の場をどの
ように意味づけているのか」の解として以下のように答えた。 


































り出す実践 4 を行った。実践 3 は、研究会 KL のメンバーであるマレーシア人教師 W と教






















【RQ3 の解】実践 3 での日本人教師は、教師 K（筆者）であった。その役割は、教師たち
の自己研修を促し、自己研修の場を構築する役割であった。 
 































【RQ4 の解】それぞれの教師たちにとっての協働実践研究会 KL という実践活動の「場」 
は、どのような役割の教師にとっても、 
「知識、情報、スキルや授業のやり方」を獲得する場 
      「知識、情報、スキルや授業のやり方」を教師仲間と共有する場 
      「経験や不安」を教師仲間と共有する場 
      「自分のやっている授業や教育観」を確認する場 



























































































































ら生まれてくる（第 8 章）。故に、「ピア・リーダーシップ」を涵養する日本語教師のリ 
ーダーシップ研修をクリティカル AR の形態で実施することが課題克服の一つの方法にな 


























































《第 4 章》研究方法論と研究手法 














《第 3 章》本研究の視座 
《第 6 章》「結びつきの実践（Ⅰ）」 
・共同体間の実践（実践１） 




《第 1 章》研究動機 
《第 5 章》調査研究 
「教師の学び合い」に対するベテランマレーシア人教師の意識」 
《第 7 章》「結びつきの実践（Ⅱ）」 







《第 8 章》総合考察 





























































狭く限定せず、人間としての成長・発達から教師という基本的な視座に立つ     

































（Richards & Farrell 2005：14）。重要な点は、その自己省察活動を支え、かつ多面的な
見方、複眼的な考え方を提供しうる他の教師との「協働」である（横溝 2006；Richards & 














































（2005 年-2016 年）、『日本語教育』（2005 年-2016 年）、『早稲田日本語教育学』（2007





表 1 教師協働が起こる実践の場と教師協働のプロセスの例 
                                                   
27 調査年数は、『日本語教育』で実践研究に対して特集が組まれた 2005 年からを調査対象年度
とした。ただし、その当時まだ刊行されていなかった雑誌は、刊行されたのちから、2016 年
までを、また『人間関係研究』に関しては、特集に「協働」や「共生」が取り上げられた年






























































































































































































































して、現実を認めつつも、TJL2 を TJL1 ではない教師というようにネガディブな意味で捉
えるのではなく、目標言語を第 2 言語とする教師とはどのような存在であるかと問い、日
本語の第 2 言語ユーザーとしてのアイデンティティを捉え直すことだった。その結果、調
査協力者である TJL2 の A の日本語教育実践を可能にしているのは、①TJL1 の評価を絶対
視せず、日本語第 2 言語ユーザーとして周りに認められていると感じていること、②自分
なりの TJL1 とのつきあい方を持っていることであることを突き止めた。これにより、ロク
ガマゲ自身が日本語第 2 言語ユーザーというアイデンティティの捉え直しに成功している。 










































































































































































でなく、TA（Teacing Assistant）や SA（Student Assistant）も入れて、ピア・ラーニン
グで授業を行っている。 



























教師が学ぶためには、省察が必要であり、そのために AR が必要であることを 3.1.1.で述




                                                   






としての AR を検討したい。 
例えば、Carr and Kemmis（1986）は、AR の定義を 




















Carr and Kemmis（1986）が提唱した AR に関しては、横溝（2005）がより詳しく言及
                                                   
32 Action-Looking back on the action-Awareness of essential aspects-Creating alternative 
methods of action-Traial（行動－行動の省察－本質的な局面への気づき－行動選択肢の創造







の上で、英語教育の ESL(English as Second Language)関係者が取り上げている考え方か














as Second Language)関係者の AR においても、取り上げられている実践は、教室実践であ


















これに対して、Richards & Farrell （2005）は、教師の成長を促す活動手法として、AR
以外に以下の表 2のものを例に挙げ、また自己研修が仲間と取り組めることを示している。
表 2 の 4）機関・組織における活動手法は、機関や組織で作るものとして捉えられているわ
けでなく、教師たちの自己研修活動をアシストする範囲として捉えられている。 
 
表 2 教師の成長のための活動手法の例 
1）個人 2）1 対 1 型 3）グループ 4）機関・組織 
自己モニター ピア・コーチング ケース分析 ワークショップ 





















AR AR AR 
注：（Richards & Farrell 2005：14)を参考に筆者作成 
 
3．4．2．社会的実践の改善を目指すメソドロジーとしての AR 
だが、Richards & Farrell （2005）の AR も、実践の現場を取り巻く周りの状況の改善
までは、重要視されていない。 
つまり、ここまでに取り上げた AR（例えば、 Nunan 1992；Richards &Farrell 2005 ; 佐
野 2005；横溝 2006 など）の概念と比較して、Kemmis and McTaggart（2007）が分類し
た 7 つの AR（表 3 参照）の概念を検討すると、Nunan（1992）、Richards &Farrell （2005）、 






表 3 研究方法論（メソドロジー）としてのアクション・リサーチの分類 






































Kemmis and McTaggart（2007）が「クラスルーム AR では教育と社会の関係を議論で
きない。この不満からクリティカル AR が生まれた。」（p.273）とするように、「個人の
実践の向上」という目的を超え、教育と社会の関係を問いながら「実践の現場を取り巻く








































































































































を踏まえた第 2 段階の AR 









































































































































まず、本研究の理論的視座を明示するために、「研究プロセスにおける 4 つの要素」 
（Crotty1998: 5） をまとめる。これらの研究方法、手法は相互に重複する部分を持ち、必
ずしも明確に分離できるわけでない（秋田 2008: 115 など）。また、本研究では 4 つの実
践を取り上げた。取り上げる実践ごとに適する研究手法も異なると考え、実践ごとに調査
や研究手法を変えた。使用した手法については、各実践ごとに改めて説明し、本研究で使
用した 4 つの要素の主なものに関して、表４の斜字太字で示した。 
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とと協働構築の意義といった 2 点を本研究の目的とし、本研究目的を達成するために、4 つ
のリサーチ・クエスチョン（RQ）を立てた。 









9 月から 2013 年 8 月の約 2 年間行った。 
フィールドノーツに記録したものは、KL を中心とした B 大学内外で行われる「日本語・



















関の各コースで、主任以上のポジションについた経験のある教師歴 10 年以上の教師 8 人で
ある。その教師たちは、日本において学士以上の学位取得留学経験のあるマレーシア人で











は、40 分から 90 分ほどのものである。インタビュー時の回答ではわかりにくかった点など、
メールや口頭で確認したものも協力者の言質とした。 
インタビューデータは、B 大学日本語コースの活動システムを解釈するために、本フィー
                                                   






データ（談話）をカードにまとめるために「インタビュー分析結果例」を示した表 5 の SCAT 
36（大谷 2007）のフォーマットを利用した。 
 






































教 師 研 修
フ ァ シ リ












はまるものはなく、結果、キーワードは全体で 7 つになった。例えば次のテクストは、 
 
 
                                                   
36 SCAT というのは Steps for Cording and Theorization のことで、大谷（2007）は比較的小
さな質的データ分析に有効であるとしている。本研究では、SCAT で利用されているフォー
マットをデータの分析のために利用し、構成概念を抽出した。 




教師専用のはないんですよね。年に 1 回か 2 回だけで。     【教師 B】 












をまとめた表 6 を記載する。 
 
表  6 〈 4〉テーマ・構成概念を導き出すために集めた 8 人の〈2〉テクスト        






















































と言われて びっくり！しちゃ…［た］。            【教師 C】 
また、もっと上のレベルの日本語を教えたり、自分の専門性を向上させたいと考え、教
























































































                                                   


























ている教師たちがいること、B 大学の言語学部以外に日本語 MA コース設立の構想を立て
ようとした機関があったこと、そして、自分の専門性を生かすために B 大学の日本語 MA
コースで教えたいと考える A コースや P 機関の教師がいることが分かってきた。だが、設
立PJのメンバーはそのような情報を持っていなかった。インタビューから見えてきたのは、
教師たちの「他者と共に学び合うことへの自信のなさ」であった。自信がないため「共に
                                                   

























































Research, Site-specific information, Curriculum initiatives, Instructional initiatives
（Richards & Farrell 2005:11）という 5 つの側面を取り上げている。筆者がこの 5 つの側



































別の Vision がある。B 大学において、日本語教育という同じ教育を行いながら、三つのプ












図 4 対象を部分的に共有する二つの活動システム＊ 
＊Y. エンゲストローム（著）．山住勝広、 Y. エンゲストローム（編）『ノットワーキング








































状況をエンゲストロームのシステムモデル（図 4）を援用し、B 大学日本語 BA コースと A
コースという B 大学内の二つの共同体の活動システムを新たに図 5 として示す。 










           
 
 











スと A コースに伝え、二つの共同体を結びつけることであった。つまり、日本語 MA コー
ス設立 PJ に関心をもつであろう B 大学の A コースの共同体の成員に PJ の情報を開示、
PJ 参加を要請し、日本語 BA コースと A コースに新たな結び目（ノット）を作った。さら





この実践活動も、エンゲストロームのシステムモデル（図 4）を援用し、日本語 MA コー
ス設立という対象 2（目標）を共有する B 大学と P 機関の教師の活動システムを図 6 とし
て示すことを試みる。この日本語 MA コース設立 PJ の改善に向けての実践の考察には、第
5 章 5.3.2.で行った分析データを用いた（分析結果については、本稿 pp.76-80 を参照） 
【ルール： 
国 の 学 部 
教育】 
【共同体:B 大 BA コース】 
【道具：情報】 
【主体： 
日本語 BA  
コース教師】 







































*Key Performance Index(業績）**8 人の協力者 A-H の談話の言いかえ 























勉強会／学会運営 vs 個人研究 































































































 実践 1 の中で、ベテラン教師たちが作ろうとしていたのは、「自分たちの専門性を生か
せる場」としての日本語 MA コースであった。だが、ベテラン教師たちが構築した「学び


















































6．3． 実践 2：「海外研修受け入れプロジェクト」に対する実践 
6．3．1．問題の背景と研究目的 
本実践の背景を述べる。本実践 2 で取り上げる日本語 BA コースの教師が対処を迫られ




でも、シンガポールに次ぐ第 2 位である。この ASEAN 諸国の 10 か国が 2015 年 11 月に








                                                   
41 名目 GDP タイ：395,297、マレーシア：296,284、シンガポール：292,734（単位）百万 US
ドル（出典：IMF（2015））   






























                                                   
43  本実践時の 2013／2014 年度平均 9 名。他の年度も大体同じような人数であった。 
44 『みんなの日本語』などを使う 1 年生の基礎日本語の授業だけ、16 時間の授業を 2 名の教































                                                   
45 第 3 章 3.3.1 前掲 
93 
 









































































































表 7 研修Ⅰ、Ⅱの概要 
実施 2014 年 研修Ⅰ 6 月 研修Ⅱ  11 月 
日本側研修メンバー/人 県立高校 2 年生  43 人 県職員（30-50 代）11 人 























データは、研修に参加した B 大生の感想や内省レポート、B 大生と筆者のやり取りを記
述したフィールドノーツという学生に関するデータと、これらのデータを考察した私の省
察、筆者と同僚や日本側研修担当者とのやり取りを記述したフィールドノーツ（2014 年 2












表 8 カテゴリー、サブカテゴリーの生成手続き例  














当日の活動が B 大学の日本語 BA コースのカリキュラムにある授業の成果の場ともなるよ










   
 






















































会議で筆者が主張しようとした点を以下の表 10 の網掛けの部分にまとめる。 
 































ぞれの教師の「ゲシュタルト的な」（Korthagen et al. 2008）教育観に基づくそれぞれの
主張が出るだけだった。つまり、研修という異文化交流の場を作るという一つのテーマで
も、それぞれが考える目標は異なり、意見がまとまらなかった。この状況をエンゲストロ































































































話を重ねるという別の方法をとることにした（ALACT モデル48の第 4 の局面「行動選択肢
の創造」）。そして、そこで出た議論から、次の行動を見極めることにした。ここまでの状














図 8 活動が拡張する前の日本語コースという共同体の活動システムと私の活動 
 
この活動を続け、2 カ月ほどたった 2015 年 4 月 15 日、私は省察して、考えを大きく変
えていた。この日のフィールドノーツには、「トピックではない、省察が必要だと言いなが







                                                   
48 第 3 章 3.3.1 前掲（第 1 局面：行動－第 2 局面：省察－第 3 局面：本質的な局面の気づき－





































































































































































































































































































































































 本章では、ピア・カンファレンスの実践と研究会 KL の実践を記述する。まず、なぜ、「現
地の日本人教師とマレーシア人教師の学び合いの場」の具体的な場として、ピア・カンフ





















                                                   







を明らかにしていく。同時に研究会 KL のコア・メンバーの一人である教師 K（筆者）51と





















                                                   
51 二人の「教師」が実践を行っているということを表現するために実践においては、教師 K と





教師 W と教師 K によるピア・カンファレンスである。 
教師 W と教師 K によるピア・カンファレンスの場での相互作用は、文化コンフリクトを
越える気づきを生じさせ、その気づきによって二人の教師は、それぞれの言語教育観を確




















                                                   
52 第 2 章において述べたように、筆者は AR をメソドロジーと捉えている。個人の実践に対す
る AR を包括する社会的実践もまた AR と捉えるため、AR はすべて協働型であると考えてい
る。ただし、ここでは便宜上、高宮ほか（2006）が言及しているグル－プで行う AR のこと
を指した。高宮ほか（2006）では、AR が個人で行うことが多いことを前提とし、グループ






















調査協力者の教師 W は、教師経験年数 4 年目（調査当時 2016 年）の新人57マレーシア 
人教師であり、共にカンファレンスを行った教師 K（筆者）は、教師歴 20 年のベテラン58日
                                                   
53 コルトハーヘンは ALACT モデルの 5 つの局面ごとにスキルを述べてる。ここで取り上げた
ものは、コルトハーヘン(2010/2010)が「省察」のスキルとして取り上げたものである。 
54 木村・ウー（2016）の分析 
55 分析方法は、本章 7.2.1.3 で説明する。 





本人教師である。教師 K（筆者）は、B 大学に勤務して 5 年目、教師 W は 3 年目で、二人
とも契約講師である。教師 K（筆者）と教師 W は、二人が日本において所属していた研究
学会等で 7 年ほど前に 2、3 度会っており、マレーシアの B 大学で同僚として再会した。 





また、BAK（信念・想定・知識）を Treatment Options の指標（寺谷 1999：189）などを
使い確認したところ、二人の教育観、学習観、ビリーフス、ティーチング・ストラテジー
も大きく異なっていた。この異なりの存在を両者で確認した上で、本実践に臨んでいる。 











                                                   












実践検討会と捉えている。まず、教育実践検討会を含む、教師 K（筆者）と教師 W の勉強
会61全体の情報を表 11 に示す。 
 
表 11 教師 K（筆者）と教師 W の勉強会の状況  
 
表 11 からわかるように、本実践は、実施期間が 3 期に分かれている（表 11「教師 K と
教師 W の勉強会の状況」p.110）。第Ⅰ期に集めたデータは、授業見学などに関する筆者の
フィールドノーツである。第Ⅱ期、第Ⅲ期（2015 年 2 月より 2016 年 7 月）には、授業見
学に加え 15 回のカンファレンスを行っている。この 1 年 5 か月に収集したデータについて




レンス及び研究会 KL 活動の意味や成果を尋ねた自由記述式の回答票の回答である。 
 
 
                                                   




第Ⅰ期 2014 年 2 月 
～15 年 1 月 
・教師 K（筆者）による教師 Wの授業見学開始 
〔第 1 回研究助成（UMRG）申請：不採用〕 
第Ⅱ期 2015 年 2 月 
～16 年 1 月 
・ピア・コーチングとして開始 
検討項目は、教師 W の授業、教師 K の投稿予定論文、二人の研究発表 
要旨 
〔第 2 回研究助成（UMRG）申請計画開始⇒申請変更へ〕 
第Ⅲ期 2016 年 2 月 




・教師 W による教師 K の授業見学開始（2016 年 5 月） 
・検討項目にカンファレンスの省察文、及び回答票を加える 
〔第 3 回研究助成（BKP）で採用(2016 年 4 月 27 日)〕 
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分 6 秒） 
録音部分のうち、授業や研究、教育
観に関わることを話題63にしている









ジャーナルに記録 記録の文字データ 〇 × 
回答票64（自由記述） 回答 文字データ 〇 〇 
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協働型 AR である本実践 3 は、まず、所属大学に研究助成を申請し、2014 年 2 月から始
めた（表 11 参照）。本実践の第Ⅰ期は、大学からの助成は得られなかったが、教師 K（筆
者）が教師 W の授業見学をし、コメントを出す形で始めた。2015 年 2 月から再び協働型
AR として研究助成の計画を開始し、教師 K（筆者）は引き続き教師 W の授業見学を行っ







文献を読む以外に、この時期に検討した項目は、教師 K（筆者）が見学した教師 W の授
業、および教師 K（筆者）の投稿予定論文である。教師 K（筆者）の投稿予定論文を検討
に加えたのは、次の二つの点を考えたからである。一つは、教師 W が授業見学をまだ始め
ていなかった点である。また、教師 W は教師 K（筆者）より日本語教師歴は短いが、研究
者歴は教師 K（筆者）より長く、博士の学位も取得している。そのため教師 W が自信をも
ってコメントできる領域であると考えたからである。だが、共同研究開始後 2 年目（第Ⅱ








2016 年 5 月、教師 W は授業見学を開始した。 
しかし、教師 W は、教師 K（筆者）の授業を見学すると、今度は授業のやり方に対する
コメントをしなければならないと考えたためか、教師の役割や授業観をトピックにしてい
た時と異なり、意見を出さなくなった。そこで、教師 W が意見を出しやすいように、ピア・























＊注：〔 〕内は筆者の補足、（ ）内は聞き手の発話 
表の中のバリエーションの W、K は、教師 W、および教師 K（筆者）の発話である。例えば、
W5-46 は、教師 Wの録音ファイル番号 5－発話番号 46 
 




 バリエーションの例    
≪信頼≫ 【概念１：二人の関係性の基盤】定義：始めるときにあったはずのもの 
（バリエーション１） 












































 【概念 5：仕事のモチベーションの向上】定義：やりがい・面白み・自信を感じてきた 
（バリエーション 7） 
・W4-15：（略）研究は半分、アドミニは半分しなくちゃいけないんですけど、実際今は、アド













































W 大学の学生が来て…、というところから、実際に 10 回やっていたんですが、何かしら、学








【概念 10：理解できないショック】定義：教師 K が理解できないとする学生の行動を











































































































・K:1年前、私は Wさんの Spoken 授業を見学し、W さんの授業に対してコメントをした。私は
W さんの授業を見学することで、自分自身の授業を調整する必要性に気づいた。その結果、今


































































































た、教師 P の授業を教師 W と私で見学し、三人で振り返りを行った。そのようにして、自











W は、私と教師 W が担当する日本語コースの学生には、そのような学習方法を好む学生が
多いことも分かっていた。教師 W の【概念 6：私の言語教育観を支えるのは学生の言語学
習観】だったのである。一方、私は、教師 W が作るような授業を作らなかった。教師が足
                                                   




















































14 バリエーション 31,32,16,17）、不安から安心感に向かうバリエーションの例（表 15 バ
リエーション 22～25）をそれぞれ、表 14 で、表 15 で提示する。 
 











































































































≪ 対 等 にす る 
こ と に よっ て 
生まれる不安≫ 
≪プレッシャー≫ 
【 概 念 5 ：  
仕事のモチベ













































することができたからであった。それが表れているバリエーションの例を表 16で提示する。  
 

























































的な「相対的価値からの学び」であり、私にとっての Peer Coaching 一つの意味で
ある。［ジャーナル］20160611 
 
以上、表 13～16 でとりあげたバリエーション例は、教師 K（筆者）や教師 W にとって
のカンファレンスの議論が研究会活動の運営、共同研究の発表、大学での仕事、授業を省
察から改善すること等さまざまな活動へと結びつくだけでなく、結びつくことによって相



























リエーション 41 には、教師 K が「マレーシア（は）…」と繰り返し取り上げていることが
表れている。 
 
表 17 バリエーション 17 の再掲とバリエーション 41 























し反省（バリエーション 23、バリエーション 42）している。 
  

























































能を均等に学ぶとし Speaking の評価の割合を 25％としていた。授業の達成目標には、「『み
んなの日本語 2』などで習った基本的な敬語を定着させたうえで、様々な場面において使わ
れる敬語のバリエーションを理解し、使えるようになること」とあった。 
2015 年に教師 W の授業見学し、教師による敬語など文型、文法の講義、練習問題の時間
が多く、ロールプレイを実施する時間より、授業内でスクリプトを書く時間が長いことに
気づいた。この配分は、四技能の評価を均等にするということでは問題はないだろう。し











































 しかし、その教師 W が筆者の Spoken の授業見学後、「E さんが Spoken の授業で笑うの
をはじめて見ました。一生懸命話していましたよね。びっくりしました。」と言い、「私の
授業は、S さんのような入学したときから N170を持っているような学生には、つまらない
かもしれません。」とも言い、ピア・カンファレンスの 1 年後、自身の Spoken の授業の実
施方法を変えたのである。 
 
表 21 バリエーション 13 の再掲 





何年生、何年生。W 大学の学生がきて…、というところから、実際に 10 回やってい
たんですが、何かしら、学部とのイベントと関連させて、（うん。うん）毎回「あな
たは 2 年生です。」本当に 2 年生ですね。その方が応用ができて、そこから本人が覚
えてくれたらと、日本へ行って使えるんじゃないかなと反映させているつもりです 。 
 















                                                   












7．2．2．5．(2)実践 3 における RQ の解 
 最後に、ここまでのまとめから、実践 3 のリサーチ・クエスチョンに答えていきたい。 
【RQ2 の解】実践 3 で必要であった「結びつきの実践」は、ピア・カンファレンスの場（研
修の場）の議論をそれぞれの教師が行う他の実践と結びつけることであった。 
 
【RQ3 の解】実践 3 での日本人教師 K（筆者）の役割は、教師たちの自己研修を促し、自
己研修の場を構築する役割であった。 
 













7．3． 実践４：「協働実践研究会 KL」の実践 
7．3．1．実践の背景 
7．3．1．1．実践概要 













































































師を中心とした教師たちは、研究会 KL や、研究会 KL と結びついた場をどのように意味づ
けて、活動を持続してきたのかを明らかにする。その上で、活動に関わってきた教師たち
の役割を考察する。これらをまとめ、最後に RQ2~4 の解として答える。 
そのために、まず、2012 年 10 月～2017 年 6 月までの研究会 KL の活動自体を調査し、
活動を拡張させた要因、阻害する要因を検討する（表 22）。 
 
表 22 協働実践研究会 KL の活動に対する調査 





2012 年 10 月～2017 年 6 月まで
の研究会 KLの活動内容（活動概
要とその記録73） 
SWOT 本 章 7.3.3 ／ 
表 24 
 




次に、研究会 KL の参加教師たちの研究会 KL に対する意味づけを明らかにする。「既存
の公的機関が実施する大規模セミナーではなく研究会 KL が必要である意味」を分析観点を
とし、参加教師の推移のデータ、アンケートデータ及び、インタビューデータを分析する。
アンケート調査では、2014 年、2015 年、2016 年の協働実践研究会 KL ワークショップ（セ
ミナー）＆勉強会74後に実施し、協働学習の概念や方法としてのグループ学習に対しての意
識や研修参加の感想を問うた回答を分析し考察した。インタビュー調査のデータとしては、
KL ワークショップ（セミナー）＆勉強会を開始した 2014 年 9 月から 2017 年 6 月までの
3 年間、縦断的にインタビューを行いフィールドノーツに記録しているデータを使用した。
データの分析には、アンケートのデータ、メール文なども理論構築の「飛び石」75として参
照した。分析の方法は、それぞれの節で行い、まず、表 23 に調査をまとめる。 
 
表 23 協働実践研究会 KL の参加教師に対する調査 
調査目的（明らかにする点） 分析対象 記述箇所／結果表示 





本 章 7.3.4.3(3) ①   
／（表 30） 




本 章 7.3.4.3(3) ②   
／（表 27,28,29 参照） 




本 章 7.3.4.3(3) ③   









以上の研究会 KL の活動自体に対する調査（表 22）と、参加教師たちへの調査（表 23）
の二つの形態の調査の考察からマレーシアに教師の学び合いの場を拡張、持続させている
                                                   
74 勉強会は第 3 章での定義と同じである。また、実践 4 で言及している「研究会」とは、組織
のことであり、その研究会の活動は、「研究会活動」と呼ぶ。その研究会活動の中で、ワーク
ショップやセミナー、勉強会を行った。 







7．3．3．協働実践研究会 KL の活動に対する調査 
7．3．3．1．設立の経緯 
協働実践研究会とマレーシアの日本語教育とのつながりは、2012 年 3 月の JFKL セミナ
ーであった。JFKL セミナーにて、協働実践研究会発起人の一人である T 氏が読解授業に
おける「協働学習」をテーマとした講演をすることになり、マレーシアの教師が協働学習
の概念を確認する機会を得た。実践 1 からも実践 2 からも「協働」という概念がマレーシ
アの日本語教育環境に必要であることは示唆されている。しかし、「協働」という概念が教
師の間に浸透しているかどうかは、わかっていなかった。 
  そこで、T 氏が「協働」の概念を紹介したことを端緒とし、マレーシアにおける「協働学






                                                   
76 研究調査承認番号： 808、843、943、982 
77 協働実践研究会の「文献リスト」（2011 年時）より。＜kyodo-jissen-kenkyukai.com＞ 
78 キーワードは以下である。1) 協働、ピア・レスポンス、ピア・レビュー、ピア・ラーニング、 


















かけ、会員登録をしてもらい、KL 支部立ち上げ、2 カ月後に第 1 回の研究会活動を行った。
7.3.3.2.に初期の 2 回分の活動内容をまとめた。 
 
7．3．3．2．活動概要 2012 年 12 月- 2013 年 7 月 
 
【活動概要】 
 協働実践研究会マレーシア KL 支部第 1 回勉強会 
【実践報告】 
・日時：2012 年 12 月 22 日(土) （11.00-13.00） 
・参加者81：大学教員 2 名、予備教育教員 3 名(日本語科教員、理数科教員) 









                                                                                                                                                     






協働実践研究会マレーシア KL 支部第 2 回勉強会 
【理論＆実践報告】 
・日時：2013 年 3 月 3 日（日）（13.00-15.00） 
・場所：B 大学の学食 
・参加者：大学教員 7 名(日本語科、コンピューターサイエンス科教員)、 
    中等教育教員 1 名、予備教育教員 1 名 合計 9 名 
・内容：研究会の構成を「理論」と「実践」とパートを分け、読書会約 45 分、授業報
告会約 40 分 
1）理論パート：『先生のためのアイディアブック‐協同学習の基本原則とテクニック
‐』第 8 章 （ジョージ・ジェィコブズ、マイケル・パワー、ロー・ワン・イン：
日本協同教育学会）の内容を確認する過程で、教師 L 氏（B 大学）が授業報告もは
さみながら、｢振り返り｣を語る。 


















しかし、二つの偶発的な要因が重なり、2013 年 8 月ごろから KL 支部の活動に大きな変
化が現れる。一つ目は、この少し前に協働実践研究会東京において、アジア各地域の日本
語教育の協働学習実践研究を支えるためのプラットホーム構築というプロジェクトが立ち

























ここで、三つ目の偶発的要因が発生する。2014 年 B 大学が学部に対し、外部資金の獲得
やセミナーの開催を業績ノルマとして教員に課すことになったのである。そこで、研究会
KL は、言語学部に貢献するセミナーを企画し、B 大学言語学部として JF に助成金を申請
することにした。そして、言語学部、協働実践研究会（東京）及び研究会 KL の共催のセミ
ナーとして、協働実践研究会マレーシア KL 第 1 回セミナーおよび第 3 回勉強会を開催し
た。以降、研究会 KL では、隔年で日本から講師を呼び、セミナーを行うようになった。 




































7．3．3．5．活動概要 2014 年 9 月‐2015 年 8 月とその検討 
【活動概要】 
                                                   
83 所属は参加当時 
協働実践研究会マレーシア KL 支部 
 第 1 回ワークショップ（セミナー）＆第 3 回勉強会 
【理論＆実践報告】 
・日時：2014 年 9 月 5 日、6 日（10.00-13.00、10.00-15.00） 
・参加者：両日約 20 名 JFKL の助成と JFKL からも参加者あり 
・場所：B 大学言語学部 Room Kiambang 
・内容： 
日本から講師を招聘し、初日にセミナー、2 日目に 2 名の教師によるポスター発表のデ
モ後、参加者がグループで教案となるポスターを作り発表する 
・スケジュール： 
9 月 5 日（金） 
時間          プログラム 
09.20-09.45  受付 〈Beringin Hall〉前 
09.45-10.00  開会式 〈Beringin Hall〉 
歓迎の挨拶  B 大学言語学部副学部長 
開会の挨拶 協働実践研究会 KL 代表 
来賓の挨拶 国際交流基金 KL 所長 
10.00-12.00  
 
セッションⅠ    <Room Bongor>   
セミナー：「グローバル時代の人材育成―日本語教育におけるピア・
ラーニングの理論と実践―」T 教授（早稲田大学）                                           
12.00-13.00 昼食  <Room Kiambang> 
アカデミック・ネットワーキング(自由解散) 
 
9 月 6 日（土） 
09.20-09.45  受付 < Room Bongor> 
09.45-10.00 本日の流れ セッション Ⅱ & Ⅲ 
< Room Bongor> 
10.00-11.00  セッションⅡ   <Room Bongor> 
ポスター発表デモンストレーション 
A 氏(P 機関)・筆者（B 大学）83 
11.00-12.30 セッションⅢ   <Room Bongor> 
ワークショップ 





< Room Bongor > 















 この年の参加者は、両日を平均すると 20 名ほどの参加があった。国外から講師を呼ぶ通
常の JFKL セミナーの参加者の数の平均が 60～80 名であることを考えると、同様に 2 名の
講師を招いたセミナーとしては、参加者は少なかったといえる。しかし、同時に JFKL が








 そこで、別途勉強会も続けた。研究会 KL 活動が継続されていることを多くの日本語教師
たちに気づいてもらう工夫であり、遠方からの参加者が研究会に参加しやすくなる工夫と
して、年に一度 KL で行われる JFKL の教育セミナー開催日に、セミナー後の午後、勉強
会活動を実行した。 
しかし、セミナー開催期間の 2 日間、朝から夕方までの勉強会は肉体的に負担があると
みえ、参加者は増えず、ついに 2015 年は以下のように参加者が 3 名になってしまう。 
 
                                                   
84 第三者の評価としては、招聘した 2 名の講師が協働実践研究会（本部）のホームページに報




 協働実践研究会マレーシア KL 支部第 4 回勉強会 
【理論と実践編混合型】 
・日時：2015 年 3 月 7 日（土）（14.00-16.00） 
・参加者：大学教員 2 名、予備教育教員 1 名 計 3 名 


































協働実践研究会マレーシア KL 支部 
第 2 回ワークショップ＆第 5 回勉強会  
【実践報告】 
・日時：2015 年 8 月 22 日（土） 
・参加者：大学教員 6 名、中等教育教員 3 名、教師養成機関教員 1 名、予備教育教員 5 名、
計 15 名 







マラヤ大学言語学部  ＜Room Kiambang＞  
11.30-12.00 （発表者ポスター設置） 
12.00-12.10 開会の挨拶（協働実践研究会 KL 代表） 
本日の流れ 
12.10-  (H 氏のポスターにコメントを貼る時間) 












S 氏（S 校）の発表およびディスカッション 
③グループ（35 分） 
15.50-16.00 まとめ 





                                                   
85 招待発表を続けたことに関する第三者評価として招聘した 2 名の講師が協働実践研究会（本











開催場所が B 大学であることからも、第 1 回ワークショップ（セミナー）&勉強会の運
























7．3．3．6．活動概要 2015 年 9 月‐2017 年 6 月とその検討 














に KL 支部の会員に参加を促すことであった。 
では、KL 支部第 6 回勉強会および第 1 回ゼミ活動の概要を述べる。 
 
【活動概要】 
  協働実践研究会マレーシア KL 支部第 6 回勉強会  
【理論】 I 教授を交えたゼミ形式 
・日時 2015 年 9 月 4 日（金）（13.00-17.00） 
・参加者：I 教授、大学教員 5 名、予備教育教員 1 名、計 7 名 
・場所：B 大学言語学部 Room GR8 
・内容： 




4）今後の協働実践研究会 KL のワークショップのやり方を議論する 
 
【検討】 




















2015 年 9 月 19 日（土） 
1）協働実践研究会インドネシア支部研究会に筆者を含む KL 支部会員 3 人が参加 
2）筆者によるマレーシアの「協働学習」への姿勢及び研究会の現状についての報告 
 
2016 年 3 月 16 日（土） 























協働実践研究会マレーシア KL 支部 
第 3 回ワークショップ（セミナー）＆第 7 回勉強会  
【理論＆実践報告】 
・日時 2016 年 8 月 26 日、27 日（10.00-15.00、10.00-13.30） 
・参加者： 
26 日：大学教員 10 名、予備教育教員 1 名、中等教育教員 1 名、パートナーズ 1 名、
JFKL 2 名、語学学校教師 2 名、学生 2 名、 計 17 名 
27 日：大学教員 4 名、予備教育教員 4 名、中等教育教員 2 名、パートナーズ 1 名、
教師養成機関教員 1 名、語学学校教師 2 名、学生 2 名、 計 16 名 
・場所：B 大学言語学部 
・内容： 
    日本から講師を招聘し、初日に語学教師のためのセミナーとワークショップ 1、 
2 日目に公募ポスター発表 1 件、およびワークショップ 2      
・スケジュール： 
８月 26 日（金） 
時間 プログラム 
09.30-10.00  セミナー受付  
10.00-10.20  開会式 ＜Beringin Hall＞ 
歓迎の挨拶 マラヤ大学言語学部副学部長 
開会の挨拶 協働実践研究会 KL 代表 
10.20-11.10 セッションⅠ 
セミナー：(英語)  
Designing classroom activities for learning Japanese 
Conversation：Some useful ideas of Conversation Analysis 
「語学教師のためのセミナー会話分析のアイディアを生 
かした会話教育のための活動デザイン 」 
I 准教授 (政策研究大学院大学) 
11.10-13.00  昼食 < Room Kiambang ＞ 




ワークショップ 1  ＜Room Bongor＞ 
I 教授（鳥取大学） 
講義・活動・発表 
14.30-15.00  ワークショップ 1 総括および振り返り 
 
8 月 27 日（土） 
09.30-10.00  ワークショップ 2 受付 
10.00-10.40  セッションⅢ 
ポスター発表  ＜Room Bongor＞ 
教師 M 氏(SMK Tengku Intan Zaharah) 
10.40-11.20  休憩（アカデミック・ネットワーキング） 
午後の活動のグループ分け 
11.20-13.00  セッションⅣ 















深いものでした。さらに 2 日目には、 自分の教育観をことばにし、他者に 
伝えることも行い、終了後には、「 自分の授業だけでなく、自分の目指す 
























声をかけ、招待発表者として研究会 KL に参加してもらうことにした。以下概要を述べる。 
 
【活動概要】 
協働実践研究会マレーシア KL 支部第 8 回勉強会 
【実践報告】ゲストスピーカーを交えたゼミ形式 
・日時 2017 年 5 月 13 日（土）（10.30-13.00） 
・参加者：こども日本語教育活動実践者 1 名、大学教員 2 名、予備教育教員 2 名、  




  発表者と日本語教育の関わり   
教材とかなを教えること、物語を読み聞かせる実践例の紹介  




































ために SWOT のフレームワークを用いた。 
                                                   
87 タイの在留邦人 72,754 人、シンガポール 36,423 人 
158 
 
表 24「研究会 KL のメンバーたちの 2012—2016 年度の活動を拡張、持続させる」運営を  
目標とした SWOT 分析（特徴と利点・問題点） 











































































































ートしている大学がない   
・日本語教育の位置づけがマレーシア内















































師 R を知る全ての日本語教師が教師 R に一目置いていた。その R 教師の引退後、（その後、
2013 年他界享年 88 歳）、教師会は休止状態になっていた。だから、共同体間の明確な境

































7．3．4．協働実践研究会 KL の参加教師88に対する調査 
7．3．4．1．使用するデータ 











7．3．4．2． 参加教師の特徴：参加教師数と参加形態の推移調査  




降参加を開始した参加者もいる。3）運営委員が B 大学の教師だけではないという点である。 
 
表 25 参加教師（アンケート回答者のみ）数と参加形態の推移 


























1 5（4） 7（3） 3(0) 7（2） 5(0) 5（0） 3（1） 
新規参加者 4 7 10 0 4 0 5 3 
参加者数（JFKL
教職員を除く） 




































                                                   



















































To be able to learn more 
about creative approach 
which can be used in 
classroom to attrach and 
engage students in their 
learning 
Be able to learn 
the appraoch/can 


















































・Peer learning のやり方を知る場 
・Peer learning のやり方を知る場 
・Peer learning のやり方を知る場 
・Peer learning のやり方を知る場 
・Peer learning のやり方を知る場 
・Peer learning を応用したやり方を知る場 
・アイデア獲得の場 
知識・スキル 獲得 11 獲得 13 
・教授法の理論を応用させた実践を知る場 
・授業改善の Reference を得る場 
授業 獲得 2 
・授業の reference となる場 
・授業の reference となる場 
授業 共有 2 共有 4 
・自分の成長の reference となる場 経験 共有１ 
・新しい知識の共有の場 知識・スキル 共有１ 
・自分の授業の反省の場  授業  確認 1 確認 6 
・知識の確認の場 
・Peer learning のやり方を確認する場 








教育観 確認 2 
 
 
表 28 第 2 回 研究会 KL ワークショップ（セミナー）のコアカテゴリー 










・Peer learning のやり方を知る場 
・Peer learning のやり方を知る場 













・刺激を得る場 刺激 獲得１ 




経験 共有 3 













表 29 第 3 回 研究会 KL ワークショップ（セミナー）のコアカテゴリー 




・情報獲得の場 情報 獲得 1 獲得５ 
・授業のレベルアップを目指す場 
・知識獲得の場 
・Peer learning のやり方を知る場 
・アイデア獲得の場 
知識・スキル 獲得 4 
・ネットワーキングの場 情報 共有 1 共有７ 




経験・不安 共有 3 
・授業の reference となる場 
・授業の reference となる場 













 では、第 1～3 回のワークショップ（セミナー）＆第 1～8 回の勉強会における参加者
は、研究会 KL という場をどう意味づけているのか。表 27,28,29 に現れたコアカテゴリー
をまとめ、同様にマレーシアで行われた大規模セミナーの参加教師のアンケートから得ら







③ サンプル数を近くするため研究会 KL は 3 回分、セミナーは 1 回分である。 
④ 研究会 KL の参加者は、大規模セミナーの参加者でもある。 
 







表 30 研究会 KL と大規模セミナーの回答の比較 
協働実践研究会 KL  
出現概念数 合計 63（100％） 
大規模セミナー2016 年  























































（３）② 第 1 回～第 3 回のセミナーの参加教師に見る変化 
今度は、以上のデータの分析結果を研究会開催回ごとで比較し変化を見た。アンケート
の実施は、研究会 KL のワークショップ（セミナー）の 3 回である。研究会活動は、それ









場」と捉える回答が第 1 回から第 3 回へと増えていったわけではなかった。むしろ、第 2
回の KL ワークショップ（セミナー）で、その場を情報やアイデアを「獲得する場」と捉え
ている回答が多かった。この回答は興味深い。 
なぜなら、第 2 回 KL ワークショップ（セミナー）では、日本からの招聘講師はいなか
ったからである。プログラムは、招待発表を含む公募による参加者の実践報告を中心とし























                                                   

















また、あるベテラン教師 D は、第 1 回の研究会 KL ワークショップ（セミナー）におい
て、「協働」の概念は既に知っていたとし、自分のやってきたやり方を【確認】する場とし
ていた。何人かのベテラン教師にとっては【確認】する場は必要がなかったのか、第 2 回



































こともあったようである。そのような教師の一人、日本人教師 J にとっての研究会 KL で
の活動の意味を考察したい。 
＊教師 J の場合 




                                                   




















た。研究会 KL や所属メンバーのことを丁寧に説明した。教師 J が置かれているような状
況が存在するからこそ、教師 J が研究会 KL で話し、日本語教師の活動を自分たちで確認
し合い、周りに発信する必要があることを伝えた。メールや SNS でのやり取りを繰り返し
た結果、教師 J は実践発表を承諾してくれた。 
 
「取り組みを発信してみようと思います」 
      【承諾のメールから】 20170221 
 
研究会 KL の活動が教師 J の属する共同体での価値観を変えるわけではない。しかし、
教師 J が研究会 KL で発表した実践が参加教師たちに大きな刺激を与えたのは言うまでも
                                                   
















ログを楽しそうにしている大人が 1 人くらいいても、いいかな、 
なんて思いながら。」 
【5 月 13 日の勉強会後のメールから】20170515 
 








という。勉強会の場が教師 J の自己肯定感を映し出す場となっていたのである。 
②新人教師たちにとっての意味づけ 
では、次に新人教師たちにとっての意味づけを見ていく。 
研究会 KL は、緩いノットで結びついている。第 8 回まで実施して、運営委員となった
参加教師の平均出席率ですら 40％である（筆者の 100％を含む）。研究会 KL の活動の告知
は、協働実践研究会ホームページや JFKL のホームページ、会員へメール、毎年 3月の JFKL
173 
 
と B 大学日本語 BA コースが共催するセミナーでの研究会 KL のセミナー開催の予告のア































て、これらの悩みを持つ教師たちに研究会 KL の活動への参加を促した。教師 C は、その
ようにして研究会 KL に参加しはじめた教師の一人である。教師 C は初め、校長らには、
勉強会に参加していることは言わずに参加していた。やがて、研究会 KL の運営に関わるよ
うになった。そして、この教師が活動に参加して 3 年目、所属機関外での勉強会活動を認
めていなかった校長と共に、B 大学で実施している他のセミナー94に来たのである。   
教師の学び合いの場の活動は教師 C の学びへの関わり方を変化させ、教師 C たちの関わ
り方はボトムアップの力を生み、教師たちが勉強会参加を奨励しないこの機関の校長らの
教育観も変えたのである。 
＊教師 C の場合 
 研究会 KL ワークショップ（セミナー）後のアンケートの分析結果、およびワークショッ
プ（セミナー）後の反省会での教師 C へのインタビューデータの談話をワークショップ（セ










この教師 C には、第 1 回ワークショップ（セミナー）後（2014 年 10 月）、インタビュ
ーを実施した。研究会 KL 活動に参加している意味を尋ねると、「マレーシアに観光で来て
いるわけじゃない」、「何か種をまいていく必要がある」と述べていた。2017 年 3 月 19
日に再びインタビューし、第 1 回のインタビューを振り返った上で、引き続き研究会 KL
に参加している意味について話してもらうと、 
 
 「〔1 回目のインタビューの時は〕マレーシアにきて間がないし、あと… 
                                                   










教師 C は、研究会 KL 活動が 2 年目に入った時に行った第 1 回のワークショップ（セミ
ナー）から研究会 KL に参加している。教師 C 自身もマレーシアに赴任して既に 2 年にな
っていたが、マレーシアで日本の公的機関が開催するセミナーのことも知らず参加してい
なかった。 
















































参加者として参加している。これらの点に一つの研究会 KL 活動の意義が見出せる。 















3 点目は、研究会 KL の活動が学びを共有するだけでなく、それぞれの教師の学びのペー












































































7．3．5．3．研究会 KL のこれからの持続に向けて 























7．3．5．4．実践 4 における RQ の解 
では、ここまでのまとめから実践４のリサーチ・クエスチョンに答えていきたい。 


















【RQ4 の解】それぞれの教師たちにとっての協働実践研究会 KL という実践活動の「場」 
は、どのような役割の教師にとっても、 
「知識、情報、スキルや授業のやり方」を獲得する場 
      「知識、情報、スキルや授業のやり方」を教師仲間と共有する場 
      「経験や不安」を教師仲間と共有する場 
      「自分のやっている授業や教育観」を確認する場 











以上、実践 4 では様々な形態をとった研究会 KL の活動を分析した。実践 1、実践 2、実





















































【RQ4 の解】日本語 MA コース設立 PJ に関わった教師たちは、日本語 MA コースを自分
の専門性が生かせる場だと期待し、日本語MAコース設立PJに関わることに、
自己肯定感を感じていた。 

















































      「知識、情報、スキルや授業のやり方」を教師仲間と共有する場 
      「経験や不安」を教師仲間と共有する場 
      「自分のやっている授業や教育観」を確認する場 































































































践活動を進めるものは何か」の解を「結びつきの実践（RQ2 の解）」と答え、第 6 章、第 7
章で、その具体的な実践を述べてきた。ここでは、「キーパーソン教師」が実践してきた「結
びつきの実践（RQ2 の解）」について、もう一度答え、それらをまとめることで、「教師の
学び合いの場」がどのように実現したのかに答えていく。    
 
実践 1： 
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ながる場の構築を目指して『第 9 回マレーシア日本語教育研究発表会予稿集』p.22 
 （2012 年 10 月マレーシア）． 
____＿＿＿（2013a）．「日本語・日本研究」教育環境か考えるマレーシアの日本語教育 





















年 12 月東京）． 
木村かおり、ウーワイシェン（2016）．ローカル教師と日本人教師とで実施するカンファレ
ンスがもつ可能性：マレーシアおいて自己研修型教師を目指すアクション・リサーチの
報告から．『第 13 回 マレーシア日本語教育国際研究発表会予稿集 』p.6（2016 年 10
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木村かおり、ウーワイシェン（2017）．教師たちを省察的実践家へと導くにはどのような場
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ローチ』新曜社．（Cole, M., John-Steiner, V., Scribner, S and Souberman, E.(Eds).
（1978）．Mind in Society : The Development of Higher psychological processes. 
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１） 資料 1：マレーシアの日本語教育環境の調査に使用した資料 









   www.jpf.go.jp/j/japanese/dispatch/voice/tounan/report02.html 
〈最終閲覧 2019 年 6 月 14 日〉 
・国際交流基金（2005）．『海外の日本語教育の現状 日本語教育機関調査 2003 年』 
・＿＿＿＿＿＿（2011）．『海外の日本語教育の現状 日本語教育機関調査・2009 年』 
・＿＿＿＿＿＿（2013）．『海外の日本語教育の現状 2012 年度日本語教育機関調査より』   
・＿＿＿＿＿＿（2017）．『海外の日本語教育の現状 2015 年度日本語教育機関調査より』 
・＿＿＿＿＿＿（2018）．東南アジア日本語教師会・日本語教育関連学会一覧「日本語教育
国・地域別情報」https://www.jpf.go.jp/j/project/japanese/survey/area/country/ 
gakkai/g_s_e_asia.html〈最終閲覧 2018 年 12 月 14 日〉 
・国際交流基金（2010）．マレーシアにおける日本語教育事情． 
 http://www.jpf.go.jp/j/japanese/survey/country/2010/Malaysia.html 
〈最終閲覧 2019 年 6 月 14 日〉 
・国際交流基金（2010）南国マレーシアで、日本留学を目指す若者たち～マレーシア政府
派遣学部留学生 予備教育部の紹介～「世界の日本語育の現場から」 
  www.jpf.go.jp/j/japanese/dispatch/voice/tounan_asia/malaysia/2010/report03.html  
〈最終閲覧 2019 年 6 月 14 日〉 
・国立高等専門学校機構 
  http://www.kosen-k.go.jp/all_kosen_linkmap.html. 〈最終閲覧 2019 年 6 月 14 日〉 
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・日本学生支援機構（ 2012）．『平成 24 年度外国人留学生在籍状況調査結果』
http://www.jasso.go.jp/about/statistics/intl_student_e/2012/index.html 
〈最終閲覧 2019 年 6 月 14 日〉 
・_________________＿（2018）．『平成 30 年度外国人留学生在籍状況調査結果』
http://www.jasso.go.jp/about/statistics/intl_student_e/2018/index.html 
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Retrieved June 14, 2019, from 
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Faculty of Arts and Social Science, University of Malaya（2011）．Undergraduate 
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Faculty of Languages and Linguistics, University of  Malaya （2011）．About us． 
  Retrieved June 14, 2019, from 
https://www.um.edu.my/academics/bachelor/languageand-linguistics 
Fakulti Bahasa dan Linguistk （2011）．Buku Panduan , Ijazah Dasar Sesi 2011/2012． 
Faculty of Languages and Linguisticsay（2011）． 
 Handbook Undergraduate Programmes．2011/2012 , University of Malaya． 
Malaysian-Japan International Institute of Technology （2011）． 
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 Retrieved June 14, 2019, from 
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Ministry of Education（2008）． Kurikulum Bersepadu Sekola Menengah Sukatan 
Pelajuaran BAHASA  JEPUN Pusat Perkembangan Kurikulum. 
Ministry of Education（2008）． Kurikulum Bersepadu Sekola Menengah Huraian 
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Mjiit Malaysia-Japan International Institute of Technology （2011）. Engineering the 
Nation with Precision for Sustainable Development  2011/2012 
  Bachelor of Electronic Systems Engineering 
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             PhD&MPhil Programmmes 
PUSAT ASASI SAINS UNIVERSITI MALAYA（2011）. BUKU PANDUAN SESI 
2011/2012 Penerbit Universiti Malaya. 
Pusat Asasi Sains,Universiti Malaya （2011）. About Pusat Asasi Sains , Background , 
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 Mission , Quality Objective , Retrieved June 14, 2019, from http://qmec.um.edu.my． 
The Japan Foundation 国際交流基金クアラルンプール日本文化センタ （ー2004）．（2005）．
「ブンガラヤ」29 号、33 号． 
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Directories of specialist and institutions, Japanese Studies Series XXX, Vol. 1. 
The Japan Foundation （ 2008 ）．  Japanese Studies in South and Southeast 
Asia ,Directories of specialist and institutions, Japanese Studies SeriesXXXVⅢ． 
 
 
２） 資料 2：「教師協働」についての調査を実施した学会誌および紀要 
＊本文中で引用した論文は、個別に引用文献のところにあげた。 
1．南山大学人間関係研究センター『人間関係研究』（2010）9 号、（2011）10 号、（2012）
11 号、（2013）12 号、（2014）13 号. 
 http://rci.nanzan-u.ac.jp/ninkan/publish/bulletin.html 
2．日本教育実践学会『教育実践学研究』（2005）7 巻 1 号、（2006）8 巻 1 号、（2007）9  
   巻 1 号、9 巻 2 号、（2008）10 巻 1 号、10 巻 2 号、（2009）11 巻 1 号、11 巻 2 号、 
（2010）12 巻 1 号、12 巻 2 号、（2011）13 巻 1 号、13 巻 2 号、（2012）14 巻 1 号、 
14 巻 2 号、（2013）15 巻 1 号、15 巻 2 号、（2014）16 巻 1 号、16 巻 2 号、（2015） 
17 巻 1 号、17 巻 2 号、（2016）18 巻 1 号 
3．日本語教育学会『日本語教育』（2005）124 号、125 号、126 号、127 号、（2006） 
128 号、129 号、130 号、131 号、（2007）132 号、133 号、134 号、135 号、（2008）
136 号、137 号、138 号、139 号、（2009）140 号、141 号、142 号、143 号、（2010）
144 号、145 号、146 号、147 号、（2011）148 号、149 号、150 号、（2012）151 号、
152 号、153 号、（2013）154 号、155 号、156 号、（2014）157 号、158 号、159、 
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（2015）160 号、161 号、162 号、（2016）163 号、164 号、165 号. 
4．早稲田大学大学院日本語教育研究科『日本語教育早稲田日本語教育学』（2007）1 号、 
（2008）2 号、3 号、（2009）4 号、5 号、6 号、（2010）7 号、8 号、（2011）9 号、 
10 号、（2012）11 号、12 号、（2013）13 号、（2014）14 号、15 号、16 号、（2015） 
17 号、18 号、19 号、（2016）20 号、21 号. 
5．早稲田日本語教育研究センター『早稲田日本語教育実践研究』（2012）創刊号、 
（2013）1 号、（2014）2 号、（2015）3 号、(2016) 4 号. 
6．Web 実践研究フォーラム http://www.nkg.or.jp/jissensha/hokoku 
 
 
３） 資料 3：マレーシアの「協働」についての調査を実施した予稿集および紀要 
1．『マレーシア日本語教育研究発表会予稿集』（2005）．（2006）．（2007）．（2008）．（2009）．
（2010）．（2011）．国際交流基金クアラルンプール. 
2．『JAD 日本語教育報告書』（2004）．（2007）．Japanese Associate Degree Program. 
3．JURNAL BAHASA DAN BUDAYA JEPUN （2010）．（2011）．Universtity of Malaya． 
 
 
４） 資料 4：協働実践研究会ホームページ報告書 1＜kyodo-jissen-kenkyukai.com＞ 
    
   海外研究発表会報告            報告者：舘岡洋子・池田玲子 
1. 日程      2014 年 ９月５日（金）・６日（土） 
2. 地域 マレーシア（クアラ・ルンプール）マラヤ大学 
3. 担当者 舘岡洋子（早稲田大学）・池田玲子（鳥取大学） 















 ２）ピア・ラーニング 実践についてのポスター発表  
 ３）ピア・ラーニング 授業のデザインとその検討会   
8.  参加者 
（人数・背景など） 
約 20 名   協働実践研究会会員・日本語教育関係者 
  



























































５） 資料 5：協働実践研究会ホームページ報告書 2＜kyodo-jissen-kenkyukai.com＞ 
 
海外研究発表会報告            報告者：池田玲子 
1 日程 2017 年 8 月 26 日・27 日 
2. 地域 マレーシア（クアラ・ルンプール） 会場：ホテル Capri  
3. 担当者 近藤彩（麗澤大学） 
池田玲子（鳥取大学） 
4. 海外講演の形態 第 4 回 KL 協働実践研究会 
  第 1 日目 講演とワークショップ 
  第 2 日目 研究発表会 
5. 主催（招聘・科研） 主催：KL 協働実践研究会 
共催：科学研究費補助金研究基盤 B 一般「外国人労働者の定
着と協働を目指す受け入れ環境の構築」 
    課題番号 17H02354 代表：近藤彩（麗澤大学）          
科学研究費補助金研究基盤 B 一般「学びの関係性構築
をめざした対話型教師研修」 
課題番号 10338759 代表：舘岡洋子（早稲田大学） 
6. テーマ（講演タイト
ル） 
Collaborative Learning for Business Communication in 
Japanese Company 
講演 1（近藤彩：麗澤大学）：Collaborative Teaching and 
Learning for Business Communication  
講演 2（池田玲子：鳥取大学）：「日本の大学の現状 －アク
ティブラーニングとピア・ラーニング－」 
講演３（Ms Yeoh Lee Su, Universiti Sains Malaysia）：
Investigating Japanese Language skills’ 
proficiency among Malaysian Japanese Speaking 
Graduate Employees in Japanese Related 
Companies in Malaysia  

















8. 参加者 第 1 日目：18 名  マレーシア人日本語教師 8 名 
第 2 日目：8 名  マレーシア人日本語教師 ４名 
9. 担当者の内省 
 
KL 協働実践研究会ではこれまで定期的に年 1 回のセミナ















































アンケートの質問項目        （回答のための空欄は削除） 
【協働学習に対する意識】 
0．協働学習の意識に関わるアンケートに答えるのは何回目ですか。 
  ①はじめて    ②（     ）回目 
1. 今回のワークショップに参加する前から Collaborative Language Teaching and 
Learning ということばを聞いたことがありましたか。 
  ①はい      ②いいえ 
2．a) 今回のワークショップに参加して、「協働学習」についてどう思いましたか。(複数
選択可) 
①  自分の授業に協働の考え方を取り入れたいと思う 
② 授業にあまり役に立たないようで、つまらなかった。 
③  自分の授業に取り入れるのが難しいと思った。 
 ④  その他(自由記述) 
     b) 2．の a)で 「③自分の授業に取り入れるのが難しいと思った。」方へ。 
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⑤ まだ「協働」の concept がわからない 
⑥ その他(自由記述) 
3．すでにあなたの授業には、Collaborative Language Teaching and learning 
  の concept が取り入れられていると思いますか。 
  ①はい    ②いいえ 
4．今、どこで教えていますか。 
  ①SKM   ②RS   ③大学   ④語学学校  ⑤コミュニティの語学教室 
  ⑥予備教育   ⑦その他（                       ） 
5．何語を教えていますか。 
6．a) 3 の言語を教えている教師は、あなたの所属する機関に何人いますか。 
   b) この教師たちと授業についてミーティングをしますか。 
①はい    ②いいえ 
  c) そのミーティングは、月に何回ぐらいありますか。 
7．a) あなたが教えている主なクラスは、1 年間に授業がどのくらいありますか。 
例）1 回 2 時間、週に 3 回、計 28 週 
b) ひとクラスの人数は何人ですか。 
c) Main Text は何ですか。オリジナルテキストを使っている場合は、その元にな
ったと考えられる書名もお書きください。 
d) Lecture(Drill practice 等教科書を使った練習を含む)と Proactive practice
（Class Activity や Interactive Practice を含む教科書を使わない練習）の割
合いは、どのぐらいですか。 
 例）Lecture50％、Proactive practice が 50 % 
e) そのクラスの目標は何ですか。(自由記述) 




  例 2）自己紹介が対象言語できるようになること 
8．  a) 今、教えていて困っていることがありますか。 
 ①はい    ②いいえ 
    b) 8．の a)の回答が「はい」の場合、その困っていることとは何ですか。(自由記述) 
9．教えることで困ったことがでたとき、いつもどうしていますか。下から選んでください。
(複数選択可) 
①  留学時代の友達に聞く  ② Google する  ③ 大学の語学の先生に聞く 
④  Native Speaker の友人に聞く   ⑤ 一人で考える 
⑥ a. Native Speaker の専門家に聞く（b. その専門家は同僚ですか。 はい いい



































































































































に乗り越えるべき課題」（2018 年）課題番号 2018S-192 
・早稲田大学特定課題研究助成費「マレーシアの日本語教師の学び合いを持続させるため
のモデル構築の研究」（2018 年）課題番号 2018K-404 
・早稲田大学特定課題研究助成費「日本語人材共育を考える学び合い型日本語教師研修モ
デル構築のための基礎研究」（2019 年）課題番号 2019C-400 
 




の連携を可能にするプラットホーム構築」課題番号 25284093 代表：池田玲子（鳥取大学） 
 2014 年、2015 年 
・科学研究費補助金研究基盤 B 一般「学びの関係性構築をめざした対話型教師研修」    
課題番号 10338759 代表：舘岡洋子（早稲田大学）2017 年 
・科学研究費補助金研究基盤 B 一般 「外国人労働者の定着と協働を目指す受け入れ環境




 2014 年、2016 年 
・Bantuan Kecil Penyelidikan GrantThe Relationship between Beliefs, Assumptions and 
Knowledge and the Teaching Styles of Japanese Language Teachers in a Local 
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